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In the recent global community, Education for Sustainable Development(ESD) has 
progressed. In this report, I perform a study on ESD from a viewpoint of the culture 
reception based on a trend of such global community.
This writer attended at a meeting held in June, 2012. Therefor, based on the 
document which I obtained in this meeting, I perform this study.
The contents constitution of this study is as follows
      1. A variety of opinions about the cultural reception
      2. "The Culture" has been noted in Rio+20
      3. The cultural tourism leads to the cultural reception
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はじめに
　本稿では、近年の国際社会において進められている持続可能な社会に向けた文化教育活
動について、文化受容の視点から主に政策に対する考察を行い、その教育的特性の一端を
明らかにすることを目的とする。
　持続可能な社会は、持続可能な開発・発展により実現される社会として、今日の教育政
策においてもしばしば注目されている。“持続可能な開発”の概念は、1987 年に「環境と
開発に関する世界委員会（ブルントラント委員会）」が出した報告書『われら共通の未来
（Our Common future）』が目指すべき開発について示した＜将来の世代のニーズを満た
しつつ、現在の世代のニースも満足させるような開発＞という考え方として認識されるよ
うになり、1992 年にリオデジャネイロ市で開催された国連開発会議（地球サミット）に
おいて持続可能な開発の観点が大きく取り上げられたことなどにより、世界に広まった。１）
　この持続可能な開発論と同じ立場に立ちながら、教育を重視して持続可能な社会づくり
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を行う政策として今日の国際社会において進められているのが「持続可能な開発のための
教育／持続発展教育（Education for sustainable development ：ESD　以下 ESD とする）」
政策である。
　ESD 政策の登場について、簡単に説明すると、環境に主眼を置く持続可能な社会づく
り政策が先行する国際情勢の中で、教育を重視した姿勢で、国連に「ESD の 10 年」を提
案するよう主張したのは、日本である（ちなみに先に触れた「環境と開発に関する世界
委員会」の設置も日本の提案がきっかけとなっている）。この国連への提案が実を結び、
2005 年から 2014 年までの 10 年をその期間とする「国連持続可能な開発のための教育
の 10 年（United Nations Decade of Education for Sustainable Development：UNDESD 
以下 DESD とする）」が採択された。この政策のリードエージェンシーには、ユネス
コが選ばれた。さらに ESD を地域で実施する拠点（Regional Centres Of Expertise on 
Education for Sustainable Development：RCE　以下 RCE とする ) が国連大学により世
界各地で認定され、日本では、仙台（広域圏）と岡山が、初年度（2005 年度）に RCE に
認定された。
　そのような経緯から、DESD 最終年である 2014 年には、DESD のリード国である日本（岡
山と名古屋）において、DESD の最終年会合となる国際会議（持続発展教育（ESD）に関
するユネスコ世界会議）が開催されることが決まっており、開催地日本には、この国際会
議においてコーディネーターとして、これまでの持続可能な社会づくりに関する国際社会
での議論をふまえながら、DESD としての取り組みの総括を行う責任が課せられている。
　2012 年現在最終年まであと 2 年と迫った DESD であるが、その政策において、文化は、
どのように位置づけられているだろうか。リードエージェンシーに選ばれているユネスコ
による ESD の説明を見てみると、次のように述べられている。
 　ESD は、質の高い教育を通じ一連の価値観を身につけることで、社会構造とラ
イフスタイルの転換を目指しています。ESD は、文化を基礎に、社会・環境・経
済の 3 つの柱を軸とし、その中心は“尊重の価値観”（現在・将来世代の他者の尊重・
相違と多様性の尊重・環境と資源の尊重）にあります。２）
　ここに述べられてる内容を見ると、持続可能な社会づくりを目指す ESD において、“文
化”に求められている役割は、決して小さくはないことが分かる。むしろ、ESD の 3 本
柱と言われる「社会」、「環境」、「経済」すべての根底に共通の文化的価値があって初めて、
持続可能な社会が構築できるという考えに ESD は立っていることが、ユネスコの説明か
らは、読み取れる。
　しかしながら、これまで ESD の政策の中では、文化についての言及は、少なく、深
い考察もあまりなされていないのが実情だろう。そこで、本稿では、文化に焦点を当て、
ESD を中心とする持続可能な社会に向けた教育政策について検討することで、持続可能
な社会づくりに関わる教育の特性の一端を明らかにできるのではないかと考えた。
　さらに、ESD は、多文化共生社会を想定して進められていることから３）、本稿では、
多文化共生の鍵となる文化受容の観点から検討してみたいと考えている。
　文化受容という視点から、文化教育活動を探る試みとして、これまで筆者は、2010 年
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度から 2012 年度にかけて、ブラジルの日系人社会を中心に、日本的文化の受容と伝搬に
ついて調査研究を行った（科学研究補助金挑戦的萌芽研究「日本人を巡る文化受容と伝搬
－戦時期日系人社会における教育を中心に」による調査研究の一環として実施した）。
　この調査研究の過程で、戦時期において在伯日本人移民の方々が遭遇した異文化摩擦の
状況について、より詳しく知ることができた。ブラジル社会は、多様な移民により構成さ
れる多民族社会であるが、その文化特性は、米国などに比べて、人種差別観が少なくヒュー
マニズム的であるとされている。４）　しかし、戦時期においては、日本人移民の日系人コ
ミュニティで見られた日本的な慣習や生活様式の維持、日本語に対する思い入れなどに対
して、現地の他民族の人々からは、ブラジル社会から孤立主義を貫こうとする日本移民・
日系人の姿勢の現れとして、激しいバッシングを受けることも少なくなかった。その背景
には、戦時期という社会状況の影響もあるが、それに勝るとも劣らない要因として、異文
化の価値観に対する反発を挙げることができる。日本人移民の状況から、多文化社会にお
ける文化受容には、異文化の価値観に対する理解（受容）が大きく関わってくることが分
かった。そこで、本稿においても、この点を、文化受容についての考察視点の一つとした
いと考えている。
　ところで、戦時期から 60 年以上経った今日のブラジルでは、日本的価値観や文化観に
ついては、日系人の教育観を始め、高く評価されるものも多くなってきている。そのよう
な戦時期とは異なる今日の状況を導いた背景には、それらが、産業をも含めブラジル社会
の状況を向上させ発展させる働きをするというブラジル国民全体の評価があることが、前
述の調査からも見えてきた。このような産業を発展させ社会を向上させる文化という視点
についても、本稿での考察に生かして行きたい。
　本稿の研究方法としては、筆者も参加した「国連持続可能な開発会議（リオ＋ 20）」（2012
年 6 月にブラジル・リオデジャネイロ市にて開催）での議論と ESD 政策の議論に検討の
柱を置く。
　「リオ＋ 20」は、その正式名称にも示されている通り、持続可能な開発の概念を中核と
し、グリーンエコノミーと貧困削減を討議の主要テーマとした国連の会議であるが、“20”
というのは、先にも触れた 1992 年にリオデジャネイロ市で開催された国連開発会議（地
球サミット）から 20 年たった 2012 年現在、この会議で採択された持続可能な開発に係る
「環境と開発に関するリオ宣言」、「アジェンダ 21　－持続可能な開発のための行動計画」
の 20 年間での達成状況を今回の会議で検証するという意味も持ち合わせていることを示
している。本稿では、「リオ＋ 20」に係る資料として、正式報告書に加えて、会議での発
表や提言、チラシ、広報、新聞記事なども含めて検討する。
　さらに、先にも述べたように、持続可能な社会づくりに向けた国際的な取り組みに属す
る教育政策として、ESD を挙げることができる。先述したように、岡山は、世界で最も
早く公式に ESD に取り組むことを表明した地域の一つであり、DESD の初年度（2005 年
度）に RCE に認定されているが、筆者も、岡山の RCE 活動に開始当初から関わってきた。
そのため、RCE での活動経験からも示唆を得ながら考察していきたい。
１．文化受容
　ここでは、本稿で注目する“文化受容”について述べておきたいと思うが、それには、
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筆者が想定している“文化”の範囲や役割と“受容”のイメージについて示す必要がある
だろう。
（１）文化
　まず“文化”であるが、本稿では、多文化社会を想定して考察を進めるため、2001 年
11 月 2 日にパリで開催された第 31 回ユネスコ総会において採択された「文化の多様性に
関するユネスコ世界宣言」で明示された“文化”についてのとらえ方にそって考えたい。
そこでは、“文化”について、次のように述べられている。
 　文化とは、社会あるいは社会集団の精神的・物質的・知的・感情的特性の組み合
わせであり、芸術・文学に加えて生活様式・共生の仕方・価値体系・伝統・信念が
含まれる５）
　ここで示されたように、文化のとらえ方としては、その対象を、芸術作品に代表される
ような具現化されたものだけでなく、無形のものにまで広げており、また、伝統文化だけ
でなく、価値や信念、人々の生活や社会的営みの仕方に至る幅広い行為までも含めて考え
に入れられている。
　このような視点に立つことにより、社会における文化の役割として、これからの発展や
変革を支えるものという考え方にまで発展させているのが、ユネスコによる文化観の特徴
である。
　ユネスコ世界宣言でも、今日の国際社会において“文化の多様性”こそが、交流・革新・
創造性の源となりうるとして、“文化の多様性”は、今日の発展（経済的、知的、感情的、
道徳的、精神的に豊かな生活の達成）の根源の一つであると明言している。
　そして、そのような文化観に立って見るなら、文化事業は、アイデンティティや価値、
意味（meaning）の表出が伴う創造的な作業と見なされるべきだという趣旨の提言をユネ
スコは、行っている。
　価値に対する注目は、ESD においてもなされており、価値観は、教育上重要なファクター
とされている。2007 年 8 月 30 日の第 121 回日本ユネスコ国内委員会において採択された
「［持続可能な開発のための教育の 10 年］の更なる推進に向けたユネスコへの提言」では、
持続可能な開発には、一人一人の価値観の変革が不可欠だとし、それを可能にするものと
して ESD を位置づけている。そして、さらに、社会の変革を促す価値観を取り入れてい
くことを「ESD の重要な視点、新しい視点」の一つとして提言している。
　このように、文化の中に、価値を位置づけながら、文化が社会革新に繋がるとする考え
方が、ESD の文化観の特徴ともなっている。
　また、この提言では、これからの持続可能な社会づくりにも注目しており、そこにおい
てイニシアティブとなるものとして、ユネスコが実施している生涯学習、教師教育、国際
理解教育などの教育活動と並行して、文化多様性の保護や世界遺産、無形文化遺産など、
ユネスコの実績である文化に関する活動や条約発効を挙げている。
　以上のことから、ユネスコ世界宣言で想定されているような文化は、ESD と非常に近
い概念と働きを有しており、このような考えに基づく文化事業は、持続可能な社会に向け
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た教育の一環と見なしても良いと筆者は考えている。
（２）受容
　次に受容についてだが、今日の教育学の分野では、カウンセリングの領域を除いて、受
容という概念が、まだ確立しているとは言えない。
　『新教育学大事典』６）では、カウンセリングなどで用いられる Acceptance を「受容」
として取り上げて載せているが、それによると、受容とは、対象となる人物や事物、事態
をありのままに受け入れることであり、受け入れる側の価値的判断は特に下さないものと
されている。この規定では、価値という視点からは、一方向的な作用がなされるものとし
て把握されており、受け入れる側の無条件の肯定と同じ行為と見なされている。
　これが、文化の分野での受容研究になると、むしろ受け入れる側の価値や意識の問題が
クローズアップされてくる。
　ブルッカー（P. Brooker）による『文化理論用語集』７）に掲載されている「受容」は、
英語では Reception とされているが、読書を例にとって、読み手の内面化過程についての
様々な受容理論研究があることを挙げている。そこに描かれている受け入れる側（読み手）
は、無条件にありのままを受け入れるわけではない。受け入れる側の心理は実に様々であ
るとされるため、受容についての文化研究においては、肯定から抵抗まで多様な受け入れ
る側の心理が研究対象となっている。
　さらには、文化研究では、受容という行為は、読み手にとって「新たな地平を導く」可
能性もあることについても言及されている。このことは、文化は、人々によって創造され
るものであるが、時には、その創造の中にこれまでに無い全く新しい気づきやパラダイム
の転換のような革新的変化が生じる場合があり、文化受容は、その切っ掛けの一つである
ととらえられていることを示している。
　一方、文化社会学の分野では、「能動的な受容」という見方があるとされている。加藤
祐治は、日本におけるディズニー受容には、提供者である企業側のロジックだけではとら
えきれないローカル側の能動的な受容のあり方が大きく影響しているとして、このような
受容のあり方が、今日のグローバルな文化受容に存在すると指摘している。そして、その
ような受容のあり方には、受け手側の能動的な態度がみられるものとして、次のように述
べている。
 　こうしたローカルの文化受容のあり方……＜中略＞は、グローバルな文化受容に
際して、その受け手が自らの時代や社会状況にあわせ、そのグローバル文化を自分
たちに合うスタイルへと変化させ（－「流用」し）、そうした文化を受け入れてい
くという状況をさす概念です。８）
　また、文化研究において、文化受容は、様々な広がりを持ってとらえられるようにもなっ
てきている。生井英考９）は、「文化受容」として用いられてきた概念に、incultulation と
acculturation（文化変容）があるとし、前者は、「異文化の一方的流入とその選択的取り
込み」を、後者は、「異なる文化同士が接触する過程で起こる文化変化」をさすとしている。
文化変容には、「敵対的文化変容（antagonistic acclturation)」という概念もあり、それは、
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従来、文化受容とは相容れないと見なされていた異文化接触による「抵抗」（他者の文化
を受け入れるのを拒むこと）についても、抵抗する過程での葛藤が受容側の文化にも変化
を及ぼすという側面を考慮して、受容の一つの変奏ととらえ、創造的行為の一つとも見な
す考え方だと生井は述べている。
　ブラジルを例に取ると、日本人移民により持ち込まれた日本的文化については、その後
の日系人コミュニティとその他の人々の社会との間で、一種の敵対的文化変容の形での受
容が見られる。
　さらにこのような「創造的な抵抗」は、文化変容に関連する研究において、近年ますま
す注目されるようになっており、新たに「文化変成（transculturation）」の概念で研究さ
れて行っていると生井は指摘している。
　このように、文化受容のとらえ方には、様々なものがあるが、持続可能な社会づくりに向
けた教育を考えるときは、持続可能な社会形成に向けた新たな価値観形成を踏まえた構想
が求められるため、本稿では、加藤が取り上げている「能動的な受容」や、「創造的な抵抗」を
も含む文化受容のとらえ方にみられるように、受容する側においての変容や、受容する側さ
れる側双方による文化創造に着目するような文化受容の概念を基に考察することとする。
２　リオ＋ 20において注目された「文化」
（１）能動的な文化受容
　リオ＋ 20 は、2012 年 6 月 20 日から 22 日までの期間、ブラジルのリオデジャネイロ市
で開催され、加盟 188 カ国とオブザーバー 3 カ国からの首脳や閣僚が参加したほか、各国・
地域の行政官や国際機関職員、民間企業や市民団体から約 4 万人（3 万や 5 万との報道も
ある）が参加し、国連の会議としては、最大級のものとなった。
　この会議の最終日には、成果文書「我々の求める未来（The Future We Want）」が採
択された。この成果文書では、グリーン経済が持続可能な開発の達成には重要としながら
も、そのアプローチには、様々なものがあるとし、人間中心の持続可能な開発という視点
を掲げてはいるが、その内実は、必ずしも具体的に示されるまでに至っていないとの評価
もある。
　そのような中で、日本は、平野文部科学大臣（当時）が、ボコバ（Bokova）・ユネスコ
事務局長やスウェーデン環境大臣との連名で文書「ユネスコ　持続発展教育（ESD) に関
するリオ＋ 20 サイドイベントにおける持続可能性のための教育」を公表し、ジャマイカ
において行われている暴力の問題を取り上げた文学の講義などを例に挙げながら、持続可
能な発展の鍵としての「知識、技能、価値観」について言及した。10）
　この文書では、持続発展に必要なスキルとして「型にとらわれずに考え、学んだことに
更に疑問を持ち、新しい知識を試し、再考・革新のスキルの発達につなげる」ことを挙げ
ている。また、東日本大震災時に子どもたちの避難に成功した小学校の例を挙げ、このよ
うな生き延びることの出来た防災に関する知識などが、持続可能な発展の鍵ともなる知識
と位置づけた。
　ここには、持続可能な社会を拓く知識・技能の特性として、革新や創造性に着目する姿
勢が見受けられるが、このような持続可能性のための教育において、ボコバ・ユネスコ事
務局長が特に重視しているものの一つが、文化である。
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　ボコバ女史は、文化と持続可能な開発との関連性に対するユネスコの考え方について、
2012 年 2 月に日本の文化遺産国際協力コンソーシアムが開催した講演会の席で、①文化は、
社会を再生し、人々に機会を拡大する活力であり、例えて言えば社会の再生可能エネルギー
のようなもので、革新を導く最も強力な力であること、さらに②持続可能な開発にとって
物質的な開発側面と、文化的な側面との分断は、障害となること、③ユネスコは、持続可
能な開発の目的達成に向けて文化的な側面における国際的な協力を試みており、その成果
の一つを、2005 年のユネスコによる文化多様性条約に見ることができる、と述べた。11）
　さらに、ボコバ女史は、毎日新聞へのリオ＋ 20 に関する寄稿12）の中で、日本を訪問し、
大震災害に見舞われた地域において、文化が人々のアイデンティティーと尊厳を取り戻す
指標の役割を実際に果たしている姿を目にすることができたと述べている。また、インド
ネシアのボロブドゥール寺院を訪れて、文化が、精神面に加え、経済発展と雇用の促進に
も影響を与えており、産業に直接寄与している姿を見ることができたと述べた。
　また、ボコバ女史は、リオ＋ 20 について、国連ミレニアム宣言における目標の達成を
話し合う場であることを取り上げて、その目標達成のためには、教育の質の向上と持続可
能な結果につながる包括的な教育体制が必要であり、そのためのプログラムに、ミレニア
ム宣言ではうたわれなかった文化的要素を盛り込んでいくことが 2015 年以降の発展戦略
の鍵となると強調している。
　そして同女史のリオ＋ 20 に向けての抱負として、「地球の資源が枯渇してきている現状
にあって、文化環境の保護・育成が将来の継続的な発展に欠かせない要因であることに、
リオの会議を機会に世界が目を向けてくれることを切望する」13）と語った。
　このようなボコバ女史が示した文化観は、リオ＋ 20 に提出されたユネスコの文書にお
いても、示されている。ユネスコのグリーンエコノミーとの関わりについての方針をしめ
した冊子「From Green Ecomonies to Green Societies」においても、教育が貧困削減の
強力な武器となるとともに、新たな持続可能な文化に求められる態度の育成に寄与し、文
化が、持続可能性を率先して導くということが強調して述べられている。14）
　以上見てきたように、持続可能な開発に関する構想では、文化を革新や創造の源として
とらえ、教育を通じて、その力量を人々に培うという方針が色濃く出される場合が多く、
そのような文化観は、先に触れた「能動的な受容」としての文化受容の考え方と共通する
ものと考えられる。
　そしてまた、持続可能な社会に向けた政策においては、「創造的な抵抗」をも含めた文
化受容の考えに類似する文化観をも見ることができる。この点について、次に見てみたい。
（２）「創造的な抵抗」をも含む文化受容
　ESD は、持続可能な社会として、多文化社会を想定する教育論である。2009 年にドイ
ツのボンで開催された「ESD 世界会議」において採択されたボン宣言では、「ESD は、地
域レベルからグローバルレベルにいたるまでの環境、経済、社会、文化的多様性の相互依
存関係を強調し、過去、現在、そして未来といった点も考慮している」15）としている。
　また、リオ＋ 20 において採択された成果文書「我々の求める未来」においても、文化
的多様性は、生物多様性の維持と深く結びついており、文化は、2015 年以降の発展に関
するフレームワークにおいて重要な鍵となるとされている。16）
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　そもそも ESD のリードエージェンシーに任命されているユネスコは、その活動の初め
から、多文化社会における平和の構築を目標とする教育や文化の普及を目指してきている。
しかし、現実の多文化社会においては、異文化間の衝突や誤解、無知が数多く存在し、そ
のことが、平和構築にとってある意味最大の弊害となりかねないと警鐘を鳴らしてもきた。
そのポリシーは、ユネスコ憲章の前文で高らかに述べられている。
　このように、多文化社会である今日の国際社会においては、異文化間における立場の違
いを無視して政策を推し進めることは、持続可能な社会づくりの達成がおぼつかないこと
にもなりかねない。
　リオ＋ 20 においては、公式会合に先立って、2012 年 6 月 17 日から 19 日にかけて、世
界各地から先住民族が集まり、自決と持続可能な発展に関する国際先住民会議（Indigenous 
Peopls International Conference on Sustainable Development and Self Determination）
を開催し、宣言を行った。
　その宣言の中で、リオ＋ 20 のキーワードである「持続可能」「貧困削減」「グリーンエ
コノミー」といったことが、トップダウンの手法で進められる結果、かえって紛争を巻き
起こす火だねと化している現状を批判し、持続可能な開発においては、自然と共生する生
活や価値観、モラル、倫理的選択などに見られる文化を基盤としなければならないと、文
化の持つ力について強調して、先住民の文化の尊重を求めた。17）
　実際に、リオ＋ 20 では、グリーンエコノミーのとらえ方や進め方について、多様な見
解が主張され、特に、中進国や発展途上国と先進国との間での見解の相違は大きく、成果
文書において、具体的な目標などを明確に示すことが出来なかったとも言われている。
　一方で、貧困削減に関しても、リオ＋ 20 におけるスピーチの中でウルグアイのムヒカ
（Mujica）大統領は、文化的キーポイントがあることを、鋭く問いかけて衆目を集めた。
　以上見てきたようなことから、今の国際社会は、持続可能な文化を受容していく途上に
あり、様々な部分でこの文化受容に対する抵抗が少なからず存在しているととらえること
ができるのではないだろうか。そして、このような状況を乗り越えるには「創造的な抵抗」
の文化受容を可能にする教育が必要であると考える。
　これまで見てきた能動的な文化受容や創造的な抵抗の文化受容は、持続可能な社会づく
りの基盤を形成する文化の特性とも類似する。
　2009 年にドイツ、ボンで開催された ESD 世界会議では、DESD の前半期を振り返り、こ
れまでの知をとらえ直しながら、伝統知と学際的な知の融合を図りながら新たな知を造り
だそうと努めていると評価した上で、持続可能な社会づくりに求められる新たな「知」18）に
ついての議論がなされた。さらに、その議論のまとめとして採択された「ボン宣言」19）では、
ESD は、新たな経済学的な思考などの新たな「知」の構築をすると同時に、人類の発展
に寄与する倫理的、文化的、認知的、情緒的および変革への洞察を行動に移すことを可能
にする＜変革のための力づけ＞をする教育であるとした。そして、そのような教育を可能
にするためには、文化的多様性の存在が欠かせないことを強調している。なぜなら、専門
家だけでなく、多様な民族の伝統文化や地域文化に基づく伝統知や先住知、地域知（ロー
カル・ナレッジ）を持つ人々が ESD 実践に参画し協働することにより、これまでに無い
持続可能な社会に求められる新たな知が構築されうると考えられているからである。
　「はじめに」で触れたように、ESD は、基軸となる「社会・環境・経済」の基盤に“尊
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重の価値観”（現在・将来世代の他者の尊重・相違と多様性の尊重・環境と資源の尊重）
を中核とする文化を置いている。ここで挙げられている＜相違と多様性を尊重する文化＞
が、新たな知の構築を目指す ESD の基盤とされているのは、相違と多様性が、新たな知
の構築につながる創造性を支える特性だからであり、そのことは、本稿でこれまで見てき
た能動的な文化受容や創造的な抵抗の文化受容に見ることの出来る創造性の特性と共通す
る部分であると考えても良いのではないだろうか。
３．持続可能な社会を導く文化活動
　能動的な文化受容や創造的な抵抗の文化受容と、持続可能な社会づくりの基盤を形成す
る文化とには、文化が社会革新につながるとする考え方が共通している。そして、そのよ
うな文化観に立ち、文化が持続可能な社会づくりに向かう産業とも結びつくような文化事
業の構築が持続可能な社会づくり実現の一端となると考えることもできるのではないだろ
うか。
　本稿１－（１）で触れたが、2007 年の日本ユネスコ国内委員会による「〔持続可能な開
発のための 10 年〕の更なる推進に向けたユネスコへの提言」では、持続可能な社会づく
りにおいてイニシアティブとなる文化活動の一つに、ユネスコが行っている世界遺産に関
わる活動が挙げられている。今日では、ユネスコは、世界遺産を題材とした観光事業「文
化ツーリズム」も ESD の一環として推奨している。そこで、ここでは、世界遺産に関わ
る文化活動を取り上げてみたい。
（１）世界文化遺産
　世界遺産には、自然遺産と文化遺産、複合遺産があるが、世界遺産における文化の位置
づけを探るために、より文化の側面を強調している世界文化遺産について見てみよう。近
年、世界文化遺産への登録を求めているものに、我が国における「富士山」がある。富士山
を世界文化遺産に登録しようとする意図については、その推薦文の中に示されている。20）
そこで取り上げられている文化の側面は、主に次の３点である。
①富士山信仰という固有の文化的伝統の存在
②富士山の景観が、時代を超えて賞賛され、芸術的創作活動を促進してきたこと
③ 浮世絵に描かれた富士山の図像は、西洋美術にも影響を及ぼし、日本文化の象徴
としても海外で認識されていること
　ここでは、時代を超える文化受容と、異文化社会における文化受容の側面を取り上げて、
富士山を世界文化遺産として推薦しようとしていることが分かる。
　また、日本ユネスコ協会は、世界遺産を基にした学習教材『守ろう地球のたからもの　
持続可能な社会をめざして　豊かな世界遺産編』21）を作成し、その中の「文化の多様性と
異文化理解について学ぶ」のグループに、オーストラリアにあるウルルとニュージーラン
ドのトンガリロ公園を取り入れたが、それには、先住民の同化政策やヨーロッパ系移民と
先住民の戦いの歴史について考えさせるねらいがある。そして、そのような異文化間の摩
擦や衝突の歴史を持つことが、ウルルとトンガリロ公園を文化遺産として認定する意味と
してあることも理解させることを勧めており、世界文化遺産を基に、異文化の尊重や文化
的価値の評価を学ぶといった文化受容に焦点を当てた学習教材となっている。
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　さらに、同教材では、危機遺産について取り上げ、戦争が敵対する人々の文化遺産を破
壊する行為にまで及ぶことについても明示している。平和と自由の精神を掲げていたはず
の海洋都市国家ドゥブロヴニクにおいて起こった内戦は、民族的敵意により貴重な文化遺
産とも言える市街を破壊するという暴挙に人々を駆り立てたという事実を教材に取り入れ
て、異文化に対する反発（抵抗）の力の強さが分かるようにしている。しかし、それだけ
ではなく、破壊されたドゥブロヴニク市街がその後、市民の手によって、復興した事実も
触れており、そこからは、まさに“創造的な抵抗”と言えるような文化受容の姿を見て取
ることができるようになっている。
　また、この教材では、「文化の多様性と異文化理解について学ぶ」テーマにおいて、「ま
ちのたからものを未来に伝えよう」という学習課題も設定されている。さらに、危機遺産
の学習の中に、原爆ドームと高層建築と題した項目が入っており、そこでは、今日の世界
遺産を巡る課題の一つに、都市開発を優先すべきか、それとも世界遺産の景観保護を優先
すべきかという選択が迫られている問題があることについて記載している。
　時代を超える次世代に配慮した開発は、ESD においても重要なテーマである。それは、
ESD が、1987 年に出された報告書「われら共通の未来（Our Common Future）」に示さ
れた「将来の世代のニーズを満たしつつ現在の世代のニーズも満足させるような開発」と
いう「持続可能な開発」の概念を取り入れていることからも分かる。
　そのため、先人たちから、時代を超えて受け渡されてきた文化遺産や自然遺産を、今後
どのように次の世代に受け渡していくかについて構想することは、ESD の目的を実現す
る一つの切り口となると言えるだろう。
（２）文化ツーリズム
　さらに、ツーリズムについて見てみると、2006 年 5 月にユネスコが UNITWIN NETWORK
と共同で開催した「文化、ツーリズムと開発（発展）」会合の最終報告書 22）では、発展途
上国から先進国にいたるまで、ほとんどすべての国々でツーリズムは発展に対して何らか
の寄与をすると見なしているとしている。
　そのように高い期待が寄せられているツーリズムの中でも「文化ツーリズム」について、
ユネスコは、リオ＋ 20 で提示した文書 23）の中で、今日では、観光産業に多くの国が関心
を寄せており、経済発展ばかりでなく、観光が文化的多様性を現実に促進しているとし、
貧困削減と環境保全にも寄与していると評価した。
　ユネスコがリオ＋ 20 の時点で取り組んでいる文化ツーリズムに関する主要プロジェク
トとしては、①持続可能な観光プログラム、②テーマ・ロードと文化ツーリズム、③中央
アジア山岳地帯およびヒマラヤ文化エコツーリズム、④サハラの文化と人々、⑤文化ツー
リズムについてのユネスコチェアー、⑥アンコールでの失われたツーリズム教育　⑦バル
チック国における文化ツーリズム、⑧ユース PHTH、⑨文化遺産と持続可能な観光、⑩
ガウチョ・ロード、⑪アラル海における開発プログラム、⑫小島発展途上国におけるツー
リズム資源、が紹介されている。
　文化ツーリズムを通じて、実際に異文化社会に触れる体験をする中で、文化受容に関連
する問題として注目されているものに、カルチャーショックがある。先に挙げた 2006 年
の会合の最終報告書では、多文化共生社会に向かうには、このカルチャーショックをより
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よい方向に導く教育が重要であるとして、文化間の“違い”に目を向けることが、持続可
能な社会に向けた教育としての文化ツーリズムの役割でもあると述べている。
　このように、世界遺産による文化ツーリズムは、文化受容の手段としても注目されてき
ている。
おわりに
　以上、文化受容の視点から、持続可能な社会に向けた教育について考察してきた。ESD
やリオ＋ 20 での議論の中では、文化は、社会の多様性を保持する力となると見なされて
おり、社会の変革や開発、発展の基盤を形成するとともに、産業に対しても直接的な影響
を及ぼすものとして認められている。
　そのような文化観に立つ文化事業の一つとして、ユネスコは、世界遺産による文化ツー
リズムに可能性を見いだしている。
　また、世界遺産の中で危機遺産とみなされるようになったものについても、異文化間の
衝突の問題と同時に、それを克服できる“創造的な抵抗の文化受容”のあり方についての
学習が可能であることを、ユネスコは、実例を挙げて示している。
　世界遺産が、戦争や自然環境の変化などにより破壊されたり、周囲の環境の劇的変化に
より景観があまりにも変わってしまうなどした場合に、危機遺産とみなされる訳であるが、
先に触れた富士山も、観光客によるゴミ問題が深刻化しており、そのことが文化遺産の登
録に陰を落としているとも言われている。
　このような問題についても、これまで見てきた視点で眺めてみるなら、単なるゴミ処理
問題としてではなく、富士山が有する文化性を損なう問題としても、または、次世代に文
化遺産を継承することを可能にする開発の問題としても、捕らえ直すことができ、そこか
ら、持続可能な社会にむけた教育のあり方を模索することも可能となる。
　世界遺産に限らず、文化遺産を保護するためには、観光客を閉め出すことをよしとする
人も少なくないだろう。確かに、形あるものを、できるだけ失われずに後の世に残すため
には、人目につかないようにしてしまうのも一つの方法である。
　しかし、そのようにして文化財を保存することが、新たな社会づくりを考える場合に最
も良い選択肢だとは言えないことも多いのではないだろうか。
　実際、ドゥブロヴニク市街のように、人の目を遠ざけること無く危機遺産から脱出した
世界遺産も存在している。その脱出は、文化遺産の重要性に人々が目覚め、むしろ人々が
積極的に係わり、危機遺産を復活させようとする人々の知恵と協力があって初めて可能と
なっている。24）人々の創造的な抵抗の文化受容が、危機遺産を復興させる原動力となった
と言っても良いだろう。
　このように持続可能な社会づくりの道は、多様な文化価値を持つ人々が、互いの文化を
尊重しながら知恵を出し合う能動的な文化受容の中にあると言えるのではないだろうか。
その過程では、当然様々な価値観のぶつかり合いや異文化に対する抵抗も存在するに違い
ない。それゆえ、それを克服していくためには、創造的な抵抗の文化受容が重要な鍵とな
るであろう。
　以上のことから、これからの持続可能な社会づくりにおいて、本稿で見てきた創造を導
く文化受容というテーマは、常に重要なファクターとして認識しなければならないと考え
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る。筆者は、DESD が終了する 2014 年以降においても、このテーマに関連した探求を続
けていきたい所存である。
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